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１ はじめに 

 京都市社会福祉審議会福祉施策のあり方検討専門分科会では，平成

２２年８月に，京都市の厳しい財政状況の下で，保育を取り巻く情勢

が激動する中，様々な利用者ニーズや保育所に求められる役割に応え，

公・民全体で京都市の保育を向上させていく必要があることから，「民

間保育園と市営保育所の今後の役割」や，「市営保育所がその役割を担

うために必要な機能」について検証を行い，「市営保育所の今後の役割

と必要な機能に基づく配置のあり方」と，「今後の役割・機能及び配置

の実現へのプロセス」を明らかにすることを目的として，「市営保育所

の今後のあり方」について，京都市から審議の依頼を受けた。 

 これを受け，本分科会では，京都市の保育の実施状況をはじめ市営

保育所と民間保育園との比較検証，市営保育所の課題などについてこ

れまで４回に渡り審議を重ねてきた。本「市営保育所の今後のあり方

について（中間意見）」は，これら論議の過程で明らかになった現状に

対する基本的認識及び各委員から出された意見についてまとめたもの

である。あわせて，これらの意見の中には，審議の視点の論議を待つ

までもなく早急に改善に取り組むべき項目も含まれていることから，

これらを盛り込んだ上で，取り急ぎ京都市に提出するものである。 
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２ 現在の審議状況 

（１）現状に対する基本的認識 

ア 保育所の状況について 

（ア）本市においては，設置箇所数及び入所児童数の約９割を民間

保育園が占めている。  
 

【行政区別保育所設置状況】       （平成２２年４月１日現在）  

施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員

3 240 2 160 4 355 3 230 2 110 1 120 2 160 6 420

公設民営 社会福祉法人 0 0 0 0 0 0 1 90 0 0 0 0 0 0 0 0

社会福祉法人 17 1,710 10 1,005 19 1,625 9 930 4 450 18 2,340 4 390 19 1,405

その他の法人 1 90 1 90 4 270 2 300 4 255 1 90 4 300 5 410

個　人 0 0 0 0 2 90 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

21 2,040 13 1,255 29 2,340 15 1,550 10 815 20 2,550 10 850 30 2,235

施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員 施設 定員

3 150 0 0 0 0 2 330 1 60 1 120 30 2,455 11.8% 10.0%

公設民営 社会福祉法人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 90 0.4% 0.4%

社会福祉法人 22 2,130 13 1,275 8 945 24 2,715 4 420 16 1,680 187 19,020 73.3% 77.6%

その他の法人 4 330 2 120 0 0 3 240 1 120 0 0 32 2,615 12.5% 10.7%

個　人 1 60 1 75 0 0 1 120 0 0 0 0 5 345 2.0% 1.4%

30 2,670 16 1,470 8 945 30 3,405 6 600 17 1,800 255 24,525 100% 100%

公設公営

合　　計

民設民営

北 南

右京 西京

山科 下京

洛西
（別掲）

上京 左京 中京 東山

割合

民設民営

合　　計

合　計伏見
深草

（別掲）
醍醐

（別掲）

公設公営

 （休所中の１箇所（右京区，公設公営）を除く。）  
 
【保育所への入所状況】  （平成２２年４月１日現在，単位：人）  

 北  上京 左京 中京 東山 山科 下京  南  

公営  174 162 310 230 84 63 83 409 

民営  2,116 1,236 2,308 1,389 778 2,742 792 1,978 

合計  2,290 1,398 2,618 1,619 862 2,805 875 2,387 

待 機 児 18 1 27 16 0 0 27 11 
      

 右京  西京
洛西

（ 別 掲 ）
伏見

深草

（ 別 掲 ）

醍醐

（ 別 掲 ）
合計  

公営  147 0 0 313 68 115 2,158 

民営  2,769 1,609 986 3,396 626 1,730 24,455 

合計  2,916 1,609 986 3,709 694 1,845 26,613 

待 機 児 44 51 10 23 8 0 236 

 
２  
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（イ）多くの民間保育園については，年度当初から定員を超える児

童の受け入れを行い，定員を充足させているのに対し，市営保

育所については，定員割れを起こしている保育所が多い。この

ため，年度途中入所への対応については，全体として市営保育

所の方が年度途中の入所児童の増加率が高い。  
 

【市営保育所の年度途中入所の状況】 

楽只保育所 110 69 71 2 1.8% 64.5%

楽只乳児保育所 80 59 74 15 18.8% 92.5%

船岡乳児保育所 60 34 46 12 20.0% 76.7%

室町乳児保育所 60 56 62 6 10.0% 103.3%

鶴山保育所 90 96 101 5 5.6% 112.2%

養正保育所 120 67 69 2 1.7% 57.5%

養正乳児保育所 75 63 74 11 14.7% 98.7%

修学院保育所 90 93 93 0 0.0% 103.3%

錦林保育所 80 58 69 11 13.8% 86.3%

壬生保育所 80 79 80 1 1.3% 100.0%

朱雀乳児保育所 40 39 47 8 20.0% 117.5%

聚楽保育所 90 103 114 11 12.2% 126.7%

三条保育所 60 41 44 3 5.0% 73.3%

三条乳児保育所 60 32 45 13 21.7% 75.0%

山科 鏡山保育所 120 82 79 -3 -2.5% 65.8%

崇仁第一保育所 90 46 45 -1 -1.1% 50.0%

崇仁第二保育所 80 41 47 6 7.5% 58.8%

九条保育所 60 59 59 0 0.0% 98.3%

久世保育所 60 53 54 1 1.7% 90.0%

久世第二保育所 60 66 65 -1 -1.7% 108.3%

南保育所 140 125 125 0 0.0% 89.3%

吉祥院保育所 60 57 60 3 5.0% 100.0%

山ノ本保育所 60 63 68 5 8.3% 113.3%

ひかり保育所 30 29 31 2 6.7% 103.3%

弓削保育所 60 60 64 4 6.7% 106.7%

周山保育所 60 58 65 7 11.7% 108.3%

淀保育所 150 132 142 10 6.7% 94.7%

改進保育所 150 172 179 7 4.7% 119.3%

辰巳保育所 120 107 120 13 10.8% 100.0%

砂川保育所 60 68 73 5 8.3% 121.7%

京北

増加率

下京

南

伏見

平成22年3月
入所率

北

上京

左京

中京

東山

定員
平成22年3月
在籍児童数

平成21年4月
在籍児童数

増加人数区 保育所名

 
 

【平成２１年度増加率（対４月当初からの累計）】 

     
 
３  
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（ウ）特に著しく定員割れしている市営保育所については，定員と

地域の保育ニーズとの間で乖離が見られる。  
 

【定員割れの著しい市営保育所及びその近辺の保育園の入所状況】 

※各市営保育所を中心に半径１ｋｍ圏内の民間保育園を掲載している。 

入　所
児童数

入所率
入　所
児童数

入所率
入　所
児童数

入所率
入　所
児童数

入所率

楽只保育所 110 69 62.7% 71 64.5% 110 75 68.2% 78 70.9%

楽只乳児保育所 80 59 73.8% 74 92.5% 70 56 80.0% 57 81.4%

　Ａ 150 172 114.7% 186 124.0% 150 196 130.7% 196 130.7%

　Ｂ 90 101 112.2% 109 121.1% 90 106 117.8% 108 120.0%

　Ｃ 120 125 104.2% 135 112.5% 120 130 108.3% 134 111.7%

　Ｄ 90 103 114.4% 111 123.3% 90 109 121.1% 110 122.2%

　Ｅ 150 171 114.0% 181 120.7% 150 175 116.7% 180 120.0%

養正保育所 120 67 55.8% 69 57.5% 120 88 73.3% 92 76.7%

養正乳児保育所 75 63 84.0% 74 98.7% 75 63 84.0% 69 92.0%

　Ａ 60 65 108.3% 67 111.7% 60 66 110.0% 66 110.0%

　Ｂ 60 69 115.0% 67 111.7% 60 70 116.7% 70 116.7%

　Ｃ 90 98 108.9% 97 107.8% 90 100 111.1% 100 111.1%

　Ｄ 120 130 108.3% 134 111.7% 120 130 108.3% 131 109.2%

　Ｅ 90 99 110.0% 102 113.3% 90 101 112.2% 103 114.4%

　Ｆ 120 128 106.7% 129 107.5% 120 129 107.5% 130 108.3%

三条保育所 60 41 68.3% 44 73.3% 60 40 66.7% 41 68.3%

三条乳児保育所 60 32 53.3% 45 75.0% 50 44 88.0% 50 100.0%

　Ａ 120 138 115.0% 150 125.0% 120 151 125.8% 150 125.0%

　Ｂ 30 34 113.3% 37 123.3% 30 38 126.7% 40 133.3%

　Ｃ 60 65 108.3% 70 116.7% 60 69 115.0% 74 123.3%

　Ｄ 90 99 110.0% 103 114.4% 90 98 108.9% 99 110.0%

　Ｅ 45 50 111.1% 55 122.2% 45 50 111.1% 52 115.6%

崇仁第一保育所 90 46 51.1% 45 50.0% 90 47 52.2% 46 51.1%

崇仁第二保育所 80 41 51.3% 47 58.8% 70 36 51.4% 40 57.1%

　Ａ 60 68 113.3% 74 123.3% 60 71 118.3% 74 123.3%

　Ｂ 50 56 112.0% 58 116.0% 50 48 96.0% 55 110.0%

　Ｃ 90 100 111.1% 106 117.8% 90 96 106.7% 94 104.4%

　Ｄ 90 97 107.8% 101 112.2% 90 95 105.6% 96 106.7%

船岡乳児保育所 60 34 56.7% 46 76.7% 60 43 71.7% 46 76.7%

　Ａ 150 172 114.7% 186 124.0% 150 196 130.7% 196 130.7%

　Ｂ 90 101 112.2% 109 121.1% 90 106 117.8% 108 120.0%

　Ｃ 120 125 104.2% 135 112.5% 120 130 108.3% 134 111.7%

　Ｄ 90 103 114.4% 111 123.3% 90 109 121.1% 110 122.2%

　Ｅ 150 171 114.0% 181 120.7% 150 175 116.7% 180 120.0%

　Ｆ 90 92 102.2% 96 106.7% 90 95 105.6% 96 106.7%

鏡山保育所 120 82 68.3% 79 65.8% 120 63 52.5% 63 52.5%

　Ａ 150 151 100.7% 164 109.3% 150 172 114.7% 177 118.0%

　Ｂ 60 48 80.0% 60 100.0% 60 50 83.3% 53 88.3%

　Ｃ 180 207 115.0% 227 126.1% 180 217 120.6% 225 125.0%

　Ｄ 120 128 106.7% 133 110.8% 120 128 106.7% 128 106.7%

　Ｅ 60 69 115.0% 76 126.7% 60 72 120.0% 73 121.7%

網掛けが市営保育所

平成21年度 平成22年度

保育園名 定員

４月 ３月

定員

４月 ７月
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（エ）市営保育所においては，単独幼児保育所と単独乳児保育所が

隣接し合うところが多く存在する。  
   

【市営保育所の現況（平成２２年４月１日時点）】 

合計 乳児 幼児

楽只保育所 紫野北花ノ坊町１８ 大正１０年 110 110

楽只乳児保育所 紫野花ノ坊町２３ 昭和４４年 70 70

船岡乳児保育所 紫野下築山町２０ 昭和２９年 60 60

室町乳児保育所 新町通今出川上る元新在家町１６３－１ 昭和１５年 60 60

鶴山保育所 寺町通今出川上る５丁目鶴山町５－６ 昭和２９年 100 30 70

養正保育所 田中玄京町１４９ 大正９年 120 120

養正乳児保育所 田中玄京町１５１ 昭和４４年 75 75

修学院保育所 修学院犬塚町３０－１ 昭和３０年 90 30 60

錦林保育所 鹿ケ谷高岸町３－２ 大正１３年 70 40 30

壬生保育所 西ノ京新建町１ 大正１３年 90 40 50

朱雀乳児保育所 西ノ京西月光町１９－１ 昭和４６年 40 40

聚楽保育所 聚楽廻松下町９－４ 昭和５５年 100 40 60

三条保育所 三条大橋東三丁目下る長光町６２１ 大正８年 60 60

三条乳児保育所 花見小路通古門前上る巽町４６７ 昭和５３年 50 50

山 鏡山保育所 厨子奥苗代元町１６－５ 昭和２９年 120 120

崇仁第一保育所 下之町６－３ 大正９年 90 90

崇仁第二保育所 下之町４－３ 昭和４５年 70 70

九条保育所 西九条春日町４９ 昭和１４年 60 30 30

久世保育所 久世大築町５０ 昭和４３年 60 60

久世第二保育所 久世大築町４７－２ 昭和４８年 60 60

南保育所 西九条南田町９ 昭和４４年 120 50 70

吉祥院保育所 吉祥院菅原町２２－１ 昭和４５年 60 30 30

山ノ本保育所 上鳥羽山ノ本町６１ 昭和５４年 60 20 40

ひかり保育所 京北井戸町丸山１１０ ※平成１７年度 30

弓削保育所 京北下弓削町狭間谷６－１ ※平成１７年度 60

周山保育所 京北五本松町西山２４－３ ※平成１７年度 60

淀保育所 淀下津町９６ 昭和２７年 150 50 100

改進保育所 竹田狩賀町１５３－１ 大正１５年 180 80 100

辰巳保育所 醍醐外山街道町２１－２１ 昭和３２年 120 60 60

砂川保育所 深草六反田町４－７ 昭和１４年 60 30 30

　※　平成１７年　京北町合併により本市に転入

60

定員
保育所名 住所

下

南

右

開設年

伏

区

北

上

左

中

東

30

60

 
 

イ 市営保育所特有のサービスについて 

 市営保育所特有のサービスは順次見直してきており，現在では，

布おむつ及び布団の提供が残っている（布おむつの提供について

は平成２３年度から見直し予定）。  
 

【市営保育所特有のサービス】 
 

○ これまで市が負担していた以下のものについて見直しを実施 

【平成２０年度実施】 

・ 修了児の記念品（鉛筆１ダース）  

【平成２１年度実施】 

・ 食事用エプロン，おしぼりの保護者持参 

・ 消耗品（クレパス，粘土，粘土ケース，のり）の保護者購入 

・ 保育所において使用頻度の低かったカラー帽子，自由画帳の廃止 

・ 夏季プール実施回数の見直し：ほぼ毎日⇒週３回程度 

・ 所外保育の回数減 

       ２歳児：観光バス年１回⇒なし 

     幼 児：観光バス年２回⇒観光バス年１回 
 

○ 現在実施している特有のサービス 

       ・ 布おむつの提供（平成２３年度見直し予定） 

       ・ 午睡用の布団（シーツ含む）の提供 

 
５  
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ウ 市営保育所の職員の状況について 

（ア）職員の配置数について，モデルケースで比較すると，作業員

を除けば大きな差があるわけではない。  
    【プール制配置基準等との比較】 

【算定例①】  
１ 定 員 ６０人  
２ 児童数  

  

区　分 定員内 定員外 合計

0歳児 ５（　１） １（　１） ６（　２）

1歳児 ９（　８） ３（　３） １２（１１）

2歳児 ８（　６） １（　１） ９（　７）

3歳児 １３（１１） １（　０） １４（１１）

4歳児 １１（　７） １（　０） １２（　７）

5歳児 １４（１０） １（　０） １５（１０）

合　計 ６０（４３） ８（　５） ６８（４８）

※（　）内は特例保育児童数  
３ 特別保育等実施状況  
（１）定員弾力化実施 １２％  
（２）積極的な保護者・地域支援項目（年末年始及び学童保育以外を実施）  
（３）世代間交流（すべて実施）  
（４）アレルギー児対応（除去食対応） ６人  
（５）障害児統合保育 ６人（８．８％）  

※ ０．６人分相当 1 人，０．２人分相当５人  
（６）延長保育    １時間延長，対象児童数２８人  
（７）苦情解決体制及び情報の積極的な開示  

 
【算定例①比較】 

○市営保育所の例 

特別保育対応等（短時間）

正規職員 アルバイト 嘱託職員等

保育士 14 0 14 12 2 1.3

調理員 2 0 2 2 0 0

作業員 1 0 1 1 0 0

合　計 17 0 17 15 2 1.3

※所長を除く

※延長保育に係る嘱託　通常1名（6時間10分勤務）+一定の要件により4時間勤務1名加配

配置職員数

通常保育等対応
区分 人員 欠員

（延長）

○民間保育園の例 

区　分 定数（人） 区　分 金額（円）

保育士 9 基本ポイント 290ポイント

調理員 2 加算ポイント 618ポイント

フリー経費定数 1 保育所運営費（定員外人件費） 8,274,924

小　計 12 定員弾力化対策費 920,880

障害児加配 1 延長保育 3,605,387

合　計 13 障害児統合保育対策費 869,280

（職員数換算） 3.7 主任保育士専任化加算 3,696,480

（換算後合計） 16.7 事務職員雇上費加算 693,600

※施設長除く プール制外合計 18,060,551

プ

ー
ル
制
外

 

 
 
 

※ １人当たりの人件費を 4,765 千円（H21 プール制平均（人件費ベース））と仮定すると金額部分で

18,060,551 円÷4,765,000 円＝3.7 人分 よって，3.7 人＋13 人＝16.7 人となる。 

※ 基本ポイント及び加算ポイントについては，上記の職員給与や上記以外の職員給与として使用 

 
６  
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【算定例②】  
１ 定 員 ９０人  
２ 児童数  

  

区 分 定員内 定員外 合計

0歳児 ５（　４） ３（　３） ８（　７）

1歳児 １２（１１） ４（　３） １６（１４）

2歳児 １６（１１） ２（　１） １８（１２）

3歳児 １５（１５） ５（　５） ２０（２０）

4歳児 ２３（１７） １（　１） ２４（１８）

5歳児 １９（１６） ３（　１） ２２（１７）

合　計 ９０（７４） １８（１４） １０８（８８）

※（　）内は特例保育児童数  
３ 特別保育等実施状況  
（１）定員弾力化実施 ２１％  
（２）積極的な保護者・地域支援項目（年末年始及び学童保育以外を実施）  
（３）世代間交流（すべて実施）  
（４）アレルギー児対応（除去食対応） ７人  
（５）障害児統合保育 ４人（３．７％）  

※ １．３人分相当 1 人，０．８人分相当１人，０．６人分相当１人，０．２人分相当１人  
（６）延長保育    １時間延長，対象児童数５０人  
（７）苦情解決体制及び情報の積極的な開示  

 
【算定例②比較】 

○市営保育所の例 

特別保育対応等（短時間）

正規職員 アルバイト 嘱託職員等

保育士 22 0 22 18 4 1.3

調理員 3 0 3 2 1 0

作業員 2 0 1 1 0 0.8

合　計 27 0 26 21 5 2.1

※所長を除く

※延長保育に係る嘱託　通常1名（6時間10分勤務）+一定の要件により4時間勤務1名加配

配置職員数

通常保育等対応
区分 定数 欠員

（延長）

○民間保育園の例 

区　分 定数（人） 区　分 金額（円）

保育士 13 基本ポイント 340ポイント

調理員 2 加算ポイント 696ポイント

フリー経費定数 1 保育所運営費（定員外人件費） 15,874,644

小　計 16 定員弾力化対策費 2,250,480

障害児加配 2 延長保育 4,402,187

合　計 18 障害児統合保育対策費 1,349,280

（職員数換算） 5.9 主任保育士専任化加算 3,913,920

（換算後合計） 23.9 事務職員雇上費加算 738,720

※施設長除く プール制外合計 28,529,231

プ

ー
ル
制
外

 ※ プール制人件費を 4,765 千円（H21 プール制平均（人件費ベース））と仮定すると金額部分で

28,529,231 円÷4,765,000 円＝5.9 人分  よって，18 人＋5.9 人＝23.9 人となる。 

※ 基本ポイント及び加算ポイントについては，上記の職員給与や上記以外の職員給与として使用 

 
７  
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【算定例③】  
１ 定 員 １２０人  
２ 児童数  

 

区　分 定員内 定員外 合計

0歳児 １７（　６） ０（　０） １７（　６）

1歳児 １０（　２） ０（　０） １０（　２）

2歳児 １４（　４） ０（　０） １４（　４）

3歳児 ２５（　５） ０（　０） ２５（　５）

4歳児 ２０（　９） ０（　０） ２０（　９）

5歳児 １７（　８） ０（　０） １７（　８）

合　計 １０３（３４） ０（　０） １０３（３４）

※（　）内は特例保育児童数   
３ 特別保育等実施状況  
（１）積極的な保護者・地域支援項目（年末年始及び学童保育以外を実施）  
（２）世代間交流（すべて実施）  
（３）アレルギー児対応（除去食対応） ４人  
（４）障害児統合保育 ５人（４．９％）  

※ １．０人分相当 1 人，０．９人分相当１人，０．４人分相当２人，０．２人分相当１人  
（５）苦情解決体制及び情報の積極的な開示  

 
【算定例③比較】 

○市営保育所の例 

特別保育対応等（短時間）

正規職員 アルバイト 嘱託職員等

保育士 20 0 20 14 6 0

調理員 3 0 3 2 1 0

作業員 2 0 1 1 0 0.8

合　計 25 0 24 17 7 0.8

※所長を除く

区分 定数 欠員
通常保育等対応

配置職員数

（延長）

 
○民間保育園の例 

区　分 定数（人）

保育士 14

調理員 3

フリー経費定数 2 区　分 金額（円）

小　計 19 基本ポイント 320ポイント

障害児加配 2 加算ポイント 319ポイント

合　計 21 障害児統合保育対策費 2,218,560

（職員数換算） 0.5 事務職員雇上費加算 519,120

（換算後合計） 21.5 プール制外合計 2,737,680

※施設長除く

プ

ー

ル

制

外

 
 
 

 

※ プール制人件費を 4,765 千円（H21 プール制平均（人件費ベース））と仮定すると金額部分で

2,737,680 円÷4,765,000 円＝0.5 人分  よって，21 人＋0.5 人＝21.5 人となる。  

※ 基本ポイント及び加算ポイントについては，上記の職員給与や上記以外の職員給与として使用 

 
８  
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（イ）モデル年収で比較すると大きな差は見られないが，公務員の平均

勤続年数が長いという特性等から，平均給与の項目においては市営

保育所の方が民間保育園より高い。  
    

【市営保育所職種別モデル年収について】 

（単位：円） （参考）

職種 格付区分 年齢 格付号級
基本給

（本俸＋地域手当）
年収

（基本給×16.5月）

【プール制】モデル年収
（基本給×16.5月＋
業務手当×12月）

20歳 1級21号 169,180 2,791,470 2,964,855

30歳 2級38号 270,820 4,468,530 4,425,930

40歳 3級70号 369,490 6,096,585 5,680,095

50歳 4級82号 426,030 7,029,495 6,547,665

58歳 4級106号 442,860 7,307,190 6,936,075

19歳 1級11号 160,710 2,651,715 2,529,960

30歳 1級56号 240,680 3,971,220 3,847,650

40歳 3級54号 344,520 5,684,580 5,303,280

50歳 4級60号 404,360 6,671,940 6,316,050

58歳 4級92号 433,510 7,152,915 6,822,435

※　基本的に新卒者の採用を前提とし，経験年数は考慮していない。
※　保育士については，該当する保育士の実際の給与を参考にし，調理師については見込み数値である。
※　年収については，賞与を4.50月として計算し，社会保険料事業主負担は含まず，本人負担分を含む数値である。

保育士
短大卒

（保育士養成校卒）

調理師 高卒

 

 

【職種別平均給与・平均年齢・平均勤続年数】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 基本給に係る部分のみ計上          （平成２１年度実績）  

 

 

 

 

 

 

平均給与(平均年齢) 平均勤続年数 
職 種 

市営 民営 市営 民営 

保育士 
322,916 円 
(40.2 歳) 

264,504 円 
(34.6 歳) 

17.9 年 10.2 年 

調理師 
354,357 円 
(47.0 歳) 

調理師 
19.1 年 

調理師等 
作業員 

351,429 円 
(46.1 歳) 

225,604 円 
（36.9 歳）

作業員 
17.7 年 

7.3 年 

 
９  
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エ 保育所運営における財源構成について 

「常勤職員の平均勤続年数による給与の差」，「作業員の配置」，

「障害児の受入れによる職員数の差」，「地域子育て支援拠点事業へ

の職員配置」，「市営保育所特有のサービス」などの理由により，市

営保育所は民間保育園に比べて，児童 1 人当たりの経費が高い。  
  

 【公民別保育所運営費における市継足額の差について（平成２０年度決算）】 
  

○ 1 人当たりの保育所運営費市継足額 

市営保育所 
95,639 円／月 

（民間の 5.38 倍） 
【計算】 
2,461,738 千円÷（2,145 人×12 箇月）

民間保育園 17,791 円／月 
【計算】 
5,217,305 千円÷（24,438 人×12 箇月）

           
民間保育園に比べ，作業員の配置，常勤職員の平均給与や障害児の受け入

れ割合が高いことや，市営保育所独自事業に係る費用を支払っている。 

（内訳） 

公営保育所総運営費における市継足額 95,639 円／月 ２，４６１，７３８千円

 

超過経費合計 77,848 円／月 ２，００３，８４１千円

内  訳 

① 公民の平均給与格差の総額（※１） 49,828 円／月 １，２８２，５７４千円

② 作業員人件費分 12,711 円／月 ３２７，１８５千円

③ 拠点事業人件費等分 5,574 円／月 １４３，４８３千円

④ 独自サービス（※２） 699 円／月 １８，０００千円

⑤ 障害児の受入人数の差 7,204 円／月 １８５，４４３千円

⑥ その他（※３） 1,832 円／月 ４７，１５６千円
 
※１ 保育士 市営保育所：約７７０万円，民間保育園：約５００万円（共済費込み） 

           調理師 市営保育所：約７７５万円，民間保育園：約４５０万円（共済費込み） 

※２ 布おむつについては見直しを検討中。 

その他特有のサービスとして，児童の午睡用の布団の提供を行っている。 

        ※３ 年度途中入所児童の取扱い及び職員配置上の常勤・非常勤の差等 

 
 

オ 多様な保育サービス等の実施状況について 

（ア）延長保育，一時保育及び休日保育  
・ 延長保育  

市営保育所は１３箇所で実施（民間保育園は１６７箇所）  
・ 一時保育  

市営保育所は７箇所で実施（民間保育園は３５箇所）  
・ 休日保育  

市営保育所は１箇所で実施（民間保育園は４箇所）  
  （イ）市営保育所における地域の子育て支援  

地域子育て支援拠点事業を市営保育所１６箇所で展開してい

る。  
（ウ）障害児保育  

障害児加配の対象となる児童の入所児童に占める受入割合に

ついては，市営保育所が民間保育園を上回っている。  
 
１０  
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【障害児加配の対象となる児童の入所状況（行政区別）】  

児童数 障害児数 割合 児童数 障害児数 割合 児童数 障害児数 割合

北 174 9 5.17% 2,116 62 2.93% 2,290 71 3.10%

上京 162 8 4.94% 1,236 32 2.59% 1,398 40 2.86%

左京 310 22 7.10% 2,308 52 2.25% 2,618 74 2.83%

中京 230 18 7.83% 1,389 42 3.02% 1,619 60 3.71%

東山 84 5 5.95% 778 20 2.57% 862 25 2.90%

山科 63 9 14.29% 2,742 61 2.22% 2,805 70 2.50%

下京 83 6 7.23% 792 18 2.27% 875 24 2.74%

南 409 33 8.07% 1,978 30 1.52% 2,387 63 2.64%

右京 147 10 6.80% 2,769 62 2.24% 2,916 72 2.47%

西京 1,609 28 1.74% 1,609 28 1.74%

洛西 986 24 2.43% 986 24 2.43%

伏見 313 23 7.35% 3,396 124 3.65% 3,709 147 3.96%

深草 68 8 11.76% 626 19 3.04% 694 27 3.89%

醍醐 115 12 10.43% 1,730 27 1.56% 1,845 39 2.11%

合計 2,158 163 7.55% 24,455 601 2.46% 26,613 764 2.87%

市営保育所 民間保育園 合計

 
                  （平成２２年４月１日現在）  

 

（エ）被虐待児の受入れ 

被虐待児の入所児童に占める受入割合については，市営保育

所が民間保育園を上回っている。  
 

【虐待児の状況】 

○（児童相談所調べ）公民別被虐待児の状況 

 

児童数 被虐待児数 割合
2,119人 54人 2.55%
24,244 324 1.34%
26,363 378 1.43%

市営保育所
民間保育園

合計  
                （平成２２年６月現在）  

○（福祉事務所調べ）児童虐待に係る保育所入所決定等の状況について 

市営 （①に対する率） 民営 （①に対する率） 合計
集計結果① 251人 - 2,159人 - 2,410人
集計結果② 15 6.0% 39 1.8% 54
集計結果③ 9 3.6% 16 0.7% 25
集計結果④ 9 3.6% 10 0.5% 19

全市

 
 
集計結果①：平成２１年度の途中における保育所入所の決定を行った件数  
集計結果②：①のうち，入所選考及び決定の時点で，当該児童が虐待を受けてい

る児童であることを把握していたものの件数  
集計結果③：②のうち，入所選考にあたって，特別の支援を要する家庭の児童で

あることを理由に，他の申込児童に優先して入所を決定したものの件

数  
集計結果④：②のうち，児童福祉法第２４条第４項の規定に基づく，申込の勧奨

を行ったものの件数  

 
 
１１  
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（２）各委員からの意見等 

  ア 多様化するニーズに対する市営保育所としての役割について 

・ 大多数が民間保育園の中で，市営保育所が保育ニーズに対し

て全体としてどのようにかかわるのかという観点から検討す

る必要がある。  
・ 市営保育所に求められている実践とは何か。また，その時に

求められる新しい人材のあり方は何かを検討する必要がある。 
・ 市営保育所と民間保育園の運営形態の違いによる対応のしや

すさや費用のかけ方を踏まえ，役割分担を検討する必要がある。 
・ 運営コストからみた市営保育所の存在根拠を示す必要がある。 

   ・ 運営コストにとらわれない市営保育所の役割を検討する必要

がある。  
・ 市営保育所における児童虐待の発見，ケア，防止の役割（福

祉事務所の勧告による受入枠の確保）を検討する必要がある。 
・ 市営保育所のない地域における地域子育て支援拠点事業の展

開方法を検討する必要がある。  
・ 標準化された画一的なサービスを供給することも重要ではな

いかという観点から検討する必要がある。 

 ・ 民間保育園の底上げを図る必要があるとすれば，市営保育所

がスタンダードな保育の実践モデルになるのではなく，市が保

育基準を示すといったことも検討する必要がある。 

 ・ 高コスト体質の見直しと年度当初から定員の充足努力を行う

ことを検討する必要がある。 

・ 単独幼児又は単独乳児保育所として残る市営保育所のあり方

について検討する必要がある。 等  

イ 市営保育所の課題について 

   ・ 隣接する単独幼児保育所と単独乳児保育所についてはひとつ

にまとめたらどうか。 

・ 著しく定員割れを起こしている市営保育所の定員については

見直しを行うべきではないか。 等 

ウ 職員体制等に係る民間保育園との比較について 

・ 市営保育所は民間保育園と比較して，職員加配及び職員処遇

等が手厚い。 等 

 

３ これまでの審議のまとめ 

以上に述べてきたとおり，これまでの論議においては，本市の保育

の現状認識及び市営保育所と民間保育園との比較検証などを切り口

として，市営保育所における定員・入所状況，保育サービスの実施状

況，保育内容，地域子育て支援活動，職員体制，運営コスト，市営保

育所特有の課題など，多岐に渡り意見交換を行ってきたところである。 
 
１２  
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今後，これらの意見等について，以下の４つの視点に基づき議論を

深め，最終意見をまとめていくこととするが，各委員からの意見等の

中には，待機児童の解消や市営保育所の効率的な運営が求められる中，

早急に改善に取り組むべき課題も含まれていたため，以下４のとおり

意見を述べる。  
  

審議の視点 

① 民間保育園と市営保育所の今後の役割  
② 市営保育所がその役割を担うために必要な機能  
③ 市営保育所の今後の役割と必要な機能に基づく配置のあり方  
④ 今後の役割・機能及び配置の実現へのプロセス  

 

 

 

４ 意見 

  市営の単独乳児保育所の多くが，第２次ベビーブーム前後の全国的

に保育所不足が深刻化した時期を中心として設立されており，市営保

育所においては，現在，複数の単独幼児保育所と単独乳児保育所が存

在し，各々が独立した保育所として運営がなされている。 

これらのうち，特に，幼児・乳児保育所が互いに隣接し合うところ

については，乳児の待機児童が増加している中で，総じて幼児保育所

の定員割れが大きいにもかかわらず，保育ニーズの高い乳児に定員・

空きスペースを振り向けられないといった，互いに独立した保育所で

あるがゆえの問題を抱えている。 

よって，本分科会からの最終意見を待たずとも，京都市において速

やかに改善する必要があると考えられることから，以下のとおり，乳

幼一体・併設化を行うべきである。 

   

① 単独幼児保育所と単独乳児保育所が隣接している市営保育所

（楽只保育所及び楽只乳児保育所，養正保育所及び養正乳児保育

所，三条保育所及び三条乳児保育所，崇仁第一保育所及び崇仁第

二保育所，久世第二保育所及び久世保育所）については，０歳か

ら就学前までを見通した保育の更なる展開や，空きスペース及び

職員の効果的な活用等のために，乳幼一体・併設化すべきである。 

   

② ①の乳幼一体・併設化の際には，著しく定員割れを起こしてい

る市営保育所の定員について，幼児保育所の空きスペースを効果

的に利用し，乳児の受入枠の拡大を図るなど，地域の保育ニーズ

を十分に踏まえ，適切な見直しを行う必要がある。 
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